
第 13回 京都府営水道事業経営審議会 次第 

 

 

日 時：令和５年８月 24日（木） 

    午前 10時～ 

場 所：京都ガーデンパレス「葵」 

 

 

 

１ 開  会 

 

 

２ 議  題 

（１）会長及び副会長の選出について 

 

（２）持続可能な府営水道事業のあり方について（諮問） 

 

（３）専門部会の設置について 

 

 

３ 報告事項 

府営水道事業の経営状況等について 

 

 

４ 閉  会 
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京都府営水道事業経営審議会委員名簿 

 

                            （五十音順、敬称略） 

 

氏  名 

 

役       職 

 

池 田 輝 彦 

池 淵 周 一 

伊 藤 禎 彦 

大 仲 順 子 

上 村   崇 

酒 井 常 雄 

佐 藤  裕 弥 

 

佐 藤 陽 子 

田 中 美貴子 

田 野 照 子 

中小路 健 吾 

西 垣  泰  幸 

能 勢 昌 博 

秦    陽 子 

原    敏 之 

藤 山 裕紀子 

松 村 淳 子 

水 谷   修 

山 田      悦 

山 田   淳 

 

 

 京 都 府 議 会 議 員 

  京 都 大学 名 誉 教 授 

  京都大学大学院工学研究科教授 

  京都府女性の船「ステップあけぼの」相楽支部長 

  京 田 辺 市 長 

 京 都 府 議 会 議 員 

 早稲田大学研究院准教授 

 早稲田大学総合研究機構水循環システム研究所主任研究員 

  公 認 会 計 士 

  京 都 府 議 会 議 員 

  八 幡 市 女 性 会 会 長 

 長 岡 京 市 長 

 龍谷大学経済学部教授 

  京 都 府 議 会 議 員 

 長岡京市女性の会顧問 

 日本労働組合総連合会京都府連合会会長 

  京 都 府 議 会 議 員 

 宇 治 市 長 

  京 都 府 議 会 議 員 

  京都工芸繊維大学名誉教授  

  立命館大学名誉教授 

 

※任期：令和５年７月１日～令和７年６月３０日［２年］  

 

  

3



4



8

5



7 2025

5 14 10
R7 R11

3.7%

7 37,498
11 36,102

7.0%

7 128.4
11 137.4

2

6



2

40 3

25 4

7



40 3
1.8

H30 R4
5

R35 39
5

40

227.4 / 420.5 /

129

71

40 1.8

21

8



資料２－１ 

料金等専門部会の設置について（案） 

 

 

１ 設置根拠 

  本日、京都府知事から諮問のあった「持続可能な府営水道事業のあり方」につ

いて、今後、専門的かつ集中的に審議していくため、京都府公営企業の組織等に

関する規程（以下「規程」という。）第 23 条第１項の規定に基づき、審議会の

下に料金等専門部会を設置する。 

 

 

２ 設置目的 

令和 7 年度以降の府営水道の供給料金をはじめ、持続可能な府営水道事業のあ

り方について、専門的かつ集中的に審議を行う。 

 

 

３ 委員の構成 

 

 氏 名 役 職 

審議会委員 

【４名】 

 池淵 周一 京都大学名誉教授 

 佐藤 陽子 公認会計士 

 西垣 泰幸 龍谷大学経済学部教授 

 山田  淳 立命館大学名誉教授 

専門委員 

【１名】  越後 信哉 京都大学大学院地球環境学堂教授 

 

 

４ 会議の公開・非公開 

  (1) 原則として非公開とする。ただし、会議の概要及び資料はＨＰで公表。 

   (2) 受水市町には情報提供を適宜行い、連携して実施していく。 
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木津浄水場への高度浄水処理導入に向けた取組について 
 

 

 府営水道では、「京都府営水道ビジョン（第２次）」に基づき、木津浄水場への高度浄

水処理導入※に向けた取組を進めています。 

 ※粉末活性炭処理、粒状活性炭処理、オゾン処理、生物処理の一つまたは複数を通常の浄水処理に組み合わせた浄水処理 

 

１ 目  的 

➢ 木津川から取水している木津浄水場では、水源とする河川やため池等でかび臭等の

臭気が発生しており、また、河川水中の有機物と塩素が反応して生成され、発がん

性が懸念される消毒副生成物濃度が従来から高い状況である。 

➢ 暫定的に整備した仮設備により粉末活性炭を注入しているが、注入日数等が年々増

加しており、また、現行の設備能力で対応できる原水水質に上限があり、浄水での

かび臭物質濃度が高い状況になるなど、仮設備での対応には限界がある。 

➢ 府営水道として 3浄水場の水質の均一性を図る観点から、浄水水質の改善は必要不

可欠であり、高度浄水処理導入に向けた取組を進めている。 

 

２ 取組状況 

➢ 高度浄水処理は、「粉末活性炭処理方式」や「粒状活性炭処理方式」に加えて、宇治

浄水場で導入した「オゾン処理＋粒状活性炭処理方式」などに分類される。 

➢ 各方式における臭気の除去性能が「水道施設設計指針（日本水道協会）」に示されて

おり、木津浄水場の原水のかび臭物質濃度の状況からすれば、活性炭による処理の

みで対応可能と考えられる。 

➢ このことから、「粉末活性炭処理」及び「粒状活性炭処理」の両面から、既設浄水処

理フローへの組み合わせ及び施設諸元や浄水場内への配置等の検討を行っている

ところであり、実際の原水水質に対する有効性も確認することとしている。 

➢ 「粉末活性炭処理」は仮設備での処理実績を有していることから、「粒状活性炭処理」

に関して、実際の原水水質に対する有効性を確認するため、本年度から実験プラン

トによる処理実験に取り組んでいる。 

 

３ 実験概要 

➢ 処理実験に関する技術力や知見を有しており、高度浄水処理や淀川水系の水質に精通

している国立大学法人京都大学へ処理実験による調査研究を委託し実施している。 

 

○ 目   的 ： 木津浄水場に実験装置を据え置き、実際の原水を用いた連続通水    

処理実験を行うことで、粒状活性炭でのかび臭物質や消毒副生成

物等の吸着作用に加えて、活性炭層内の微生物による有機物等の

分解作用を確認する。 

 

○ 研究担当者 ： 京都大学 大学院地球環境学堂 越後信哉教授 

 

○ 実 験 装 置 ： 別紙のとおり 

資 料 ４  
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城陽市第２分水施設の整備について 

 
 府営水道では、原則として各受水市町２箇所の分水施設を整備することとしていま
す（城陽市以外は２箇所整備済み）。 
城陽市から東部丘陵地の開発に伴う第２分水施設の整備要望があり、開発計画に併

せて第２分水施設の整備を進めます。 
なお、城陽市第２分水施設については、府営水道送水管（宇治・木津連絡管）から

分岐し山城大橋を経由して分水管を布設し、城陽市南部（山城青谷地域）に分水施設
を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 
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参考資料１ 

○京都府公営企業の設置等に関する条例（抜粋） 

昭和41年12月27日 

京都府条例第43号 

最終改正 令和５年３月17日条例第４号 

 

（公営企業の設置等） 

第１条 府民の生活の向上及び府内の産業経済の発展に寄与するとともに、公共用水域の水質の保

全に資するため、次に掲げる事業（以下「公営企業」という。）を設置する。 

(1) 電気事業 

(2) 水道事業 

(3) 工業用水道事業 

(4) 流域下水道事業 

２ 地方公営企業法（昭和27年法律第292号。以下「法」という。）第２条第３項の規定により、流

域下水道事業に法の規定の全部を平成31年４月１日から適用する。 

 

第２条 （略） 

 

（組織） 

第３条 法第７条ただし書の規定により公営企業に管理者を置かないものとする。 

２ 法第14条の規定により公営企業の管理者の権限に属する事務を処理させるため、建設交通部並

びに京都府営水道事業経営審議会（以下「府営水道審議会」という。）及び京都府流域下水道事

業経営審議会（以下「流域下水道審議会」という。）を置く。 

 

（府営水道審議会） 

第４条 府営水道審議会は、知事（公営企業の管理者の権限を行う知事をいう。以下同じ。）の

諮問に応じ、供給料金その他の水道事業の経営等に関する重要事項について調査審議する。 

２ 府営水道審議会は、調査審議のため必要があるときは、水道用水の供給を受けている市町か

ら意見を聴くことができる。 

３ 府営水道審議会は、委員 20人以内で組織する。 

４ 府営水道審議会において、専門の事項を調査審議するために必要があるときは、前項の規定

にかかわらず、専門委員を置くことができる。 

５ 委員及び専門委員は、学識経験を有する者その他適当と思われる者のうちから、知事が任命

する。 

６ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 前各項に定めるもののほか、府営水道審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、法第10条に

規定する企業管理規程で定める。 

 

第５条～第８条 （略） 

附 則 （略） 
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参考資料２ 

○京都府公営企業の組織等に関する規程（抜粋） 

昭和39年４月１日 

京都府公営企業管理規定第１号 

最終改正 令和５年４月１日企管規程第４号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、京都府公営企業の設置等に関する条例（昭和41年京都府条例第43号）第３条

第２項に規定する建設交通部並びに京都府営水道事業経営審議会及び京都府流域下水道事業経

営審議会の組織等に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２条～第20条 （略） 

（京都府営水道事業経営審議会の会長及び副会長） 

第21条 京都府営水道事業経営審議会（以下この章において「審議会」という。）に会長及び副会

長を置く。 

２ 会長及び副会長は、それぞれ委員が互選する。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（審議会の会議） 

第22条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決を行うことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（審議会の部会） 

第23条 審議会に、専門の事項を調査審議するため、部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員及び専門委員をもつて組織する。 

３ 部会に属する委員及び専門委員は、会長が指名する。 

４ 部会に部会長を置き、部会に属する委員及び専門委員の互選によりこれを定める。 

５ 部会長は、部会の会務を掌理する。 

６ 前条の規定は、部会について準用する。この場合において、同条中「審議会」とあるのは「部

会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「委員及び専門委員」と読み替

えるものとする。 

（意見の聴取） 

第24条 審議会及び部会は、調査審議のため必要があるときは、関係者等の出席を求め、意見を聴

くことができる。 

（審議会の庶務） 

第25条 審議会の庶務は、部において処理する。 

（会長への委任） 

第26条 この規程に定めるもののほか、審議会の運営に必要な事項は、会長が審議会に諮つて定め

る。 

第27条 （略） 

附 則 （略） 
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